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論文要旨（800 字から 1200 字，英文の場合は 300 から 450 語） 

 日本の離婚件数は 1960 年代より上昇傾向にあり，離婚行動について多くの研究がなされてきた。

具体的にいえば，だれが離婚するのかという問いに社会学の分野が（安藏(2003)，加藤(2005)，三

輪(2006)），なぜ離婚するのかという問いに司法統計を用いて司法的な分野が答えてきた。安藏

(2003)や加藤(2005)は，子どもの有無や学歴の高さが離婚を抑制する要因となることを述べた。三

輪(2006)は，学歴の離婚抑制効果だけでは本人の階層の効果に起因する擬似効果である可能性を排

除できてないとし，離婚に対して階層がどの程度，また，どのように影響するのか階層ごとに分析

した。 

本稿は，離婚が発生する社会経済的階層について，学歴や所得別に夫婦の組み合わせを分析し，

離婚率は社会経済的資源に恵まれない男女だけでなく，高い学歴や高い所得などといった社会経済

的資源に恵まれている女性にも発生していることを確認した。このとき，低い社会階層での離婚行

動と高い社会階層での離婚行動は異なり，社会階層ごとに異なる要因によって離婚行動が発生する

ことが見受けられる。 

離婚は一見望ましくない行動の様に見える。確かに，八木(2010)が述べるように，離婚と社会階

層の下落には相関があるし，橘木・浦川(2006)が述べた様に，低所得階層では，離婚した女性，と

りわけ子どもを引き取った女性が貧困に陥る可能性は高い。しかし，社会階層が異なる場合でも同

様なのだろうか。離婚は「不幸」か，という疑問についても答えるべく，離婚経験者の幸福度につ

いて分析を行った。その結果，離婚経験者の幸福度は，社会階層によって異なり，高い社会階層に

属する者にとっては，離婚は必ずしも「不幸」の要因ではないことが分かった。 

 橘木・迫田(2013)が述べる様，学歴や所得など，女性の社会経済的資源の格差は広まっている現

在，離婚を通じて階層間の再生産がなされる可能性がある。この結果を踏まえて，今後の婚姻行動

について分析を行うだけでなく，家族を基盤としている社会保障政策について再考する必要がある

だろう。 
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